




















 

６　債務免除特約

(1) 当社について損失吸収事由、実質破綻事由(本号②に定義する。)または倒産手続開始事由(本号③に定義

する。)(以下「債務免除事由」と総称する。)が発生した場合、別記「償還の方法」欄第２項および別記

「利息支払の方法」欄第１項の規定にかかわらず、以下の規定に従い、当社は、本社債にもとづく元利金

の全部または一部の支払義務を免除されるものとする。

①　損失吸収事由の場合

当社について損失吸収事由が発生した場合、当該損失吸収事由が発生した時点から債務免除日(下記に

定義する。以下本号①において同じ。)までの期間中、各本社債の元金(当該損失吸収事由が発生した時

点以前における損失吸収事由の発生により、当該時点において本号①にもとづき免除されている支払義

務に係る金額(本(注)第７項にもとづき当該免除の効力が消滅している支払義務に係る金額を除く。)を
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(停止条件)

当該清算事由に係る清算手続において、会社法の規定に従って、当社の株主に残余財産を分配する前まで

に弁済その他の方法で満足を受けるべきすべての優先債権((ⅰ)本社債にもとづく債権および(ⅱ)本社債

にもとづく債権と清算手続における弁済順位について実質的に同じ条件の債権(当社の清算手続において

特別目的会社等が有する債権で、当該債権につき支払われる金銭が当該特別目的会社等の発行する既存優

先出資証券に係る残余財産分配に充当されるものを含む。以下同じ。)またはこれに劣後する条件の債権

を除くすべての債権(期限付劣後債務に係る債権を含む。)をいう。)が、その全額につき弁済その他の方

法で満足を受けたこと。

「清算時支払可能額」とは、(ⅰ)本社債にもとづく債権および(ⅱ)本社債にもとづく債権と清算手続にお

ける弁済順位について実質的に同じ条件の債権を、当社の優先株式で残余財産分配の順位が最も優先する

もの(以下「残余財産分配最優先株式」という。)とみなし、本社債にもとづく債権に清算手続における弁

済順位について実質的に劣後する条件の債権を、当社の残余財産分配最優先株式以外の優先株式とみなし

た場合に、本社債につき支払がなされるであろう金額をいう。

(2) 優先債権者に対する不利益変更の制限

本社債の社債要項の各条項は、いかなる意味においても優先債権者に対して不利益を及ぼす内容に変更し
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２ 【社債の引受け及び社債管理の委託(第８回任意償還条項付無担保永久社債(債務免除特約および劣

後特約付))】
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(4) 元利金免除に関するリスク

当社について、損失吸収事由、実質破綻事由または倒産手続開始事由が発生した場合、以下の①または②に記載の

とおり、当社は、本社債にもとづく元利金(ただし、これらの事由が発生した日までに弁済期限が到来したものを除き

ます。本(4)において以下同じです。)の全部または一部の支払義務を免除され、その免除の対価として当社の株式そ

の他の有価証券が交付されることはありません。したがって、これらの場合、清算手続において本社債に実質的に劣



 

(5) 利払いの停止に関するリスク

当社は、本社債の利息の支払を行わないことが必要であるとその完全な裁量により判断する場合には、各支払期日

において、各本社債につき、当該支払期日に支払うべき本社債の利息の全部または一部の支払を行わないことができ

ます(かかる利息の支払停止を以下「任意利払停止」といいます。)。

また、当社は、各支払期日において、利払可能額制限に抵触する場合、各本社債につき、当該支払期日に支払うべ

き本社債の利息のうち利払可能額を超える金額について、本社債の利息の支払を行いません。そのため、一の事業年

度内において、当社の株式、同順位証券または劣後証券に対して配当等がなされた場合であっても、その後の支払期















 

③　原油や鉄鋼等の原材料価格の高騰などによる仕入れや輸送などのコスト上昇を販売価格に十分に転嫁でき













 

20．規制変更のリスク

当社グループは、現時点の規制(日本及び当社グループが事業を営むその他の地域における法律、規則、会計基

準、政策、実務慣行及び解釈、並びに国際的な金融規制等を含みます。以下、本項において同じ。)に従って、ま



 

22．自己資本比率等に関するリスク

(1) 自己資本比率規制及び悪化要因

当社グループには、2013
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